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終戦直後の北海道における
家計支出構造とエンゲル法則の逆転
飯 村 しのぶ
１．はじめに
19C半ばにエルンスト・エンゲルは食料費の支
出割合が高いほど家計は貧しく（エンゲルの第１
法則）、しかも同じ事情のもとにおいてはその割合
が生活水準の目安になる（同、第２法則）ことを
明らかにした。一方、20世紀前半になってR.G.D.
アレンとA.L.ボーレイは、収入の大きさに対す
る費目別支出が直線的関係になることを明らかに
し、この直線をエンゲル線と呼んだ。エンゲル線
の傾斜の角度は、必需的費目（食料費、住居費な
ど）で緩やかであり、贅沢費目（教養娯楽費など）
では強くなるというように、これが各支出費目の
緊要度を示す。
エンゲル法則の逆転とは、エンゲルの第１法則
にもとづくならば所得が低い層ほどエンゲル係数
が高くなるはずであるのに、低所得層においてエ
ンゲル係数が低くなる現象をさす。この場合収入
に対する費目別支出線（エンゲル線）は直線を示
さずに、低所得層において変曲する。
こうした事実は、わが国においては籠山京が、
第２次大戦後まもなくの昭和21年11月から同
22年３月までの物価庁「緊急家計調査」を資料と
してエンゲル線の変曲を明らかにし、低所得層に
おけるエンゲル法則の逆転として発表した??。
さらに中鉢正美は、昭和26～27年にかけての
「消費実態調査」を用いてエンゲル線が低所得層に
おいて変曲している事実を明らかにし、これは実
質実収入の低下に対してエンゲル係数の増加が遅
れてやってくることによって引き起こされると説
明した??。その他に辻村江太郎、奥村忠雄、森田優
三などにより終戦直後の家計資料を用いて低所得
層におけるエンゲル法則の逆転現象が指摘された。
これはわが国に特有の事実ではなくドイツでも
C.C.Zimmermannがエンゲル法則が低所得層に
は当てはまらないことを指摘していた。その後こ
のエンゲル法則の逆転をめぐる論争は、エンゲル
線の変曲点を目安として最低生活費を算出する研
究へと発展していった。
本稿では、第２次大戦終了直後の混乱期から社
会経済体制が落着きをとりもどしはじめた昭和
28年までの期間における北海道の家計支出構造
を全国と比較し、その地域的特徴を明らかにする。
またそれをもとに当時の北海道ではエンゲル係数
が低く、それは北海道民の生活水準が高かったこ
とを示すものではなく、エンゲル法則の逆転現象
によるものであったことを指摘する。
２．終戦直後におけるわが国の生活水準
終戦直後のわが国の生活水準はおよそ明治初期
の水準にまで低下していたとされる??。衣食住す
べてに関わる物資不足により闇物価の高騰が続き、
とくに都市部では国民の経済生活は逼迫を極めて
いた。例えば主食の米については闇購入に対する
支出が99％（昭和21年東京都）を占め、昭和22
年末になってもそれは60％台にとどまっていた??。
鮮魚であれば、昭和22年から23年にかけては支
出額の60％前後から多い時には80％くらいが闇
購入で占められていたとされる。昭和21年８月＝
100.0とした消費者物価指数（全国）は、22年６
月＝220.3、同年12月＝327.7に達していた。
このような状況は昭和23年に至っても依然と
して改善の兆候は見えなかった。しかしドッジ・
ラインにより日本経済の安定化が図られ、昭和24
年後半からはインフレーションに伴う家計支出の
暴騰も収まりをみせはじめた。こうして終戦以来
急激な上昇をたどってきた消費者物価は低落傾向
に移り、さらに同25年には朝鮮特需により日本経
済は改善の方向へと移っていった。しかし家計レ
ベルの実質可処分所得と消費支出がようやく戦前
水準に回復したのは、昭和30代に入ってからで
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あった。
昭和21年に厚生省が全国勤労者（労務者・給料
生活者）の標準５人家族343世帯を対象に行った
生活費調査によると、１ヶ月の平均実収入は504
円40銭、これに対して支出は844円80銭、差し
引き340円40銭の赤字であったとの報告もあ
る??。
生活水準の指標とされるエンゲル係数は、昭和
21年８月に70.4％、昭和22年平均で66.1％、同
23年に63.4％、同24年に60.0％、同25年は６月
末の朝鮮戦争の勃発を境に、消費者物価が再び上
昇をみせたものの57.4％まで低下し、26年に
54.4％、27年に51.2％、28年には50.5％へと次
第に低下していった。
こうして国民の生活水準が終戦直後の混乱した
経済事情から次第に正常な状態に復帰しつつあっ
たものの、戦前のエンゲル係数の平均である約
40％に比べればなお著しく高かった。
当時の人々の食料費中主食の購入量に含まれる
１人１日当りカロリー量は、昭和22年（９月～11
月の３ヶ月平均）東京都で1,584cal、同23年の全
都市平均では1,297cal、同24年の東京平均
1,451cal、同25年は1,284calであり、このうち
の７割以上はいわゆる配給で賄われる状態であっ
た??。
３．エンゲル法則の逆転現象と社会的固定費
エンゲル法則の逆転はなぜ生じるのか。それに
ついてはこれまで以下のような議論がなされてき
た??。
第１には、低所得層においてエンゲル線が直線
にならずに一定範囲で変曲するのは、そこに調査
対象として異質な消費者集団が混在しているため
であるとするものである。すなわち低所得層には
肉体労働者等が多く含まれ、その消費したエネル
ギー確保の必要からより多くの食料費を必要とす
るため、エンゲル線が低所得層で直線的に低下せ
ずに一定の水準で変曲を示すのであるとする。し
かしこの説に対しては調査対象の職業集団を一定
にした結果においてもエンゲル線に変曲があらわ
れたことによって当てはまらないと考えられた。
第２は、緊急水準・限界説といわれるものであ
る。すなわち飲食物の摂取にはもうこれ以上は食
べられないとする上限としての飽和水準が、また
逆に飲食物費をこれ以下には下げられないとする
緊急水準があるためエンゲル線が変曲すると考え
られた。この場合、緊急水準・限界説によって、
飲食物費、住居費、被服費等に現れるエンゲル線
の変曲は説明できるものの、教育費、娯楽費、交
際費等にまであらわれてくる変曲は説明できない
とされた。
第３は、このようなエンゲル線の変曲があらわ
れるのは、所得の低下に対する生活構造の抵抗に
よるものであるとする考え方である。
前掲した籠山は、昭和21年・22年の総理府「緊
急家計調査」（全国）において、実収入階級別実支
出総額、および各家計項目別支出額のエンゲル線
を引いた。その結果、飲食物費は低所得層でいっ
たん支出を固守する、すなわち直線であるはずの
エンゲル線が変曲する現象を指摘した。こうした
エンゲル線の非直線性は、なぜ現れるのか。理由
は以下のようである。籠山は中鉢と同じく、エン
ゲル法則の逆転現象は、これまでの生活の枠組み
（生活構造）が抵抗として働くためであると考え
た。生活にはそれぞれ固有の生活構造があり、こ
れが生活環境の変化に直ちに順応できずに履歴現
象（after effect）を示す。この場合所得の低下と
いう環境条件の変化に直ちに順応できずにこれま
で同様の生活構造を守るための支出が優先され、
食料費支出が圧迫されるのである。更なる所得の
低下が続けばもはや抵抗しきれずに食料費は低下
していくと解釈された。
こうした生活構造の枠による抵抗の存在に対し
て中鉢は、「いわゆる経済合理的な消費者選択の行
為に限界を割する所得の水準が存在する」のであ
り、「これがまた労働者生活における労働力再生産
の構造に重大な関係を持つ」ものであると述べて
いる??。
食料費支出を犠牲にしてまでも支出を強制され
る費目とは何か。これは社会的固定費と呼ばれる。
すなわち一定の職業に対応した消費生活を営むた
めには社会的に強制される支出（一定の住居に住
まい、光熱水道料を支払い、一定の身だしなみを
整え、子どもを教育するなど）が必要であり、こ
の社会的固定費が低所得層においては食料費支出
を圧迫し、まさに家計に歪みを生じさせているの
であると考えるのである。
終戦直後の混乱状態から回復過程の社会状況に
あって、職業とそれに対応した消費生活を営むた
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めには、食料費支出よりも優先的に支出を強制さ
れる支出があり、それが食料費支出を圧迫し、エ
ンゲル法則の逆転として現れたのである。
４．終戦直後の北海道における家計支出構造
終戦直後の北海道における家計支出構造を把握
するための資料としては、昭和21年７月から開始
された総理府統計局「消費者価格調査」（CPS、
～同25年８月まで）及び25年９月以降は「消費
実態調査」があり、これは昭和28年以降は現在の
総務庁「家計調査」に一本化されている。しかし
この２つの家計調査資料における北海道の調査は
昭和22年２月以降からでしかなく、また対象地域
も中都市としての札幌市と小都市としての夕張市
のみであった。さらに夕張市は調査施行上問題が
あったとされ、同25年10月以降は帯広市に替っ
ている。
以上のような全国調査の欠落を埋めるための北
海道に関する家計資料としては、昭和24年６月以
降北海道が独自に「特別消費者価格調査」を実施
している。これは道内７市４町の約535世帯を対
象に家計中の現金支出について調査したものであ
り、その結果については部分的ではあるが北海道
労働科学研究所「北海道労働経済」に掲載された
ものが残っている。また同研究所による「道労研
生計調査」が昭和25年７月以降実施されており、
これは北海道内12市町の炭坑、民間企業従業員お
よび公務員300人を対象として、毎月の手取り現
金および日々の支出について調査されたものであ
る。いずれにしても後掲した２つの資料について
は現在では所在が分散されており、いまだ完全に
収拾できず継続性を持って分析するには至ってい
ない。
そこで以上の全国家計調査資料を繫ぎ合せて、
終戦直後における北海道の家計支出構造の特徴に
ついて分析する。
表１より、昭和22年から28年までの１ヶ月１
世帯当り消費支出を比較すると、支出総計（消費
支出総額）では、札幌市は全都市平均に比べて高
表1 年平均１ヶ月間の費目別支出の推移（１世帯当り)
金 額（円) 構 成 比（％)世帯人
員数 総計 飲食費 被服費 光熱費 住居費 雑費 総計 飲食費 被服費 光熱費 住居費 雑費
昭和22年 4.70 4,684 3,095 492 214 200 683 100.0 66.1 10.5 4.5 4.3 14.6
昭和23年 4.81 8,786 5,569 993 392 369 1,463 100.0 63.4 11.3 4.5 4.2 16.7
昭和24年 4.74 11,885 7,138 1,288 498 548 2,413 100.0 60.0 10.8 4.2 4.7 20.3全
都
市
昭和25年 4.79 11,980 6,880 1,473 596 547 2,484 100.0 57.4 12.3 5.0 4.6 20.7
昭和26年 4.80 14,389 7,822 1,954 754 651 3,208 100.0 54.4 13.6 5.2 4.5 22.3
昭和27年 4.89 17,838 9,134 2,579 982 866 4,277 100.0 51.2 14.5 5.5 4.8 24.0
昭和28年 4.92 21,304 10,764 2,881 1,180 1,128 5,351 100.0 50.5 13.5 5.6 5.3 25.1
昭和22年 5.19 4,982 3,008 604 297 239 833 100.0 60.4 12.1 6.0 4.8 16.7
昭和23年 5.40 10,615 5,980 1,184 745 526 2,180 100.0 56.3 11.2 7.0 5.0 20.5
昭和24年 5.05 14,154 7,982 1,664 861 660 2,987 100.0 56.4 11.8 6.1 4.7 21.1札
幌
市
昭和25年 4.99 14,310 7,593 2,044 1,101 705 2,867 100.0 53.1 14.3 7.7 4.9 20.0
昭和26年 4.93 16,410 8,071 2,461 1,317 944 3,617 100.0 49.2 15.0 8.0 5.8 22.0
昭和27年 5.00 20,342 9,703 3,149 1,635 1,037 4,818 100.0 47.7 15.5 8.0 5.1 23.7
昭和28年 5.08 25,982 12,509 3,699 2,448 1,105 6,221 100.0 48.1 14.2 9.4 4.3 23.9
昭和22年 5.63 3,599 2,215 524 63 192 604 100.0 61.5 14.6 1.8 5.3 16.8
昭和23年 5.34 8,029 4,738 1,552 76 411 1,252 100.0 59.0 19.3 1.0 5.1 15.6
昭和24年 4.93 9,756 5,958 1,571 62 433 1,732 100.0 61.1 16.1 0.6 4.4 17.8
夕
張
・
帯
広
市
昭和25年 5.16 11,392 6,280 2,272 512 430 1,899 100.0 55.1 19.9 4.5 3.8 16.7
昭和26年 5.25 15,643 7,488 2,614 1,552 782 3,206 100.0 47.9 16.7 9.9 5.0 20.5
昭和27年 5.22 19,050 9,062 3,215 1,709 969 4,095 100.0 47.6 16.9 9.0 5.1 21.5
昭和28年 5.38 23,640 11,390 3,048 3,024 1,279 4,899 100.0 48.2 12.9 12.8 5.4 20.7
注）札幌市と夕張市の昭和22年については２～12月の平均。夕張市は昭和25年10月以降帯広市と交替。
出典)総理府統計局：「消費者価格調査」（昭和22年～25年９月）、「消費実態調査」（昭和26年～27年）、「家計調査年報」
（昭和28年）、「戦後10年の家計」より作成。
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く、夕張市（昭和25年10月からは帯広市）では、
22年から25年までは全国平均より低いものの26
年以降は全国平均を上回った状況にあった。この
結果からすると、全国平均に比べて当時の北海道
民の生活が多少豊かであったことになる。しかし
消費支出総額が北海道で高かったのは１世帯当り
人数の多さによるもので、見せかけの高さであっ
た。そこで支出総計を１人当り金額にして比較す
ると、図１のようになる。この結果、終戦直後の
消費支出総額は、札幌市、夕張（帯広）市ともに
全国平均とほぼ等しい状況であったといえよう。
次にエンゲル係数を比較した結果が図２である。
札幌市ではすべての年度において、夕張（帯広）
市では昭和24年を例外としていずれも北海道が
全国平均より低くなっていた。
一方、食料費以外の支出費目の割合についてみ
ると、被服費、住居費、光熱費（石炭産地であっ
た夕張市を除く）、及び雑費のそれぞれにおいて北
海道の支出割合が全国平均より高くなっていた
（前掲表１）。
当時の北海道では主食としての米の摂取は本州
に比べて一層少なく、昭和21～25年頃までは麦、
雑穀や馬鈴薯などが米との代替関係で賄われてい
た。主食以外の食料品では、野菜類については季
節的変動があり、５月以降になってようやく道内
生産で賄えるようになるものの、10月からは越冬
野菜としての需要が極端に膨らみ価格の高騰につ
ながっていた??。
魚類についても特産物である鮭は北海道の漁獲
高が全国の30％を占めるにも関わらず物価高で
あり、さんまやいかなどは道内価格が安いために、
北海道には荷上げされず内地に直送されるといっ
た状態であり、いわゆる入会問題も生じていたと
される。
その他の調味料、台所製品、住居修理のための
資材などに関しても、これらの商品は当時は道外
からの移入品でほぼ賄わざるをえず、本州側の生
産力の回復が進み本道むけに充分となるまでは価
格の上昇が続いていた。
被服費に関わる衣料品の価格も道外依存度が高
く割高であり、たとえば靴下１足についても東京
の２倍、他の地域と比較しても70円～20円は上
回っていたとされる。
光熱費としては、冬季暖房用の燃料（大部分は
石炭）が道民生活にとっては必需的支出であり、
さらに気候及び家屋の構造上使用電力量も大きく、
生計費負担が多くならざるをえなかった。また住
居費については、越冬のための冬囲いや石炭小屋
の建築、ストーブ暖房による室内の汚れや畳替え
の修理により支出が増加せざるを得なかった。
雑費に含まれる日用品、石鹼、バケツ、電球、
あるいは書籍など日常生活用品の供給も本州から
の移入に頼らざるを得なく、道外からの輸送費（主
に青函連絡船による）が本体価格に上乗せされて
これらについても物価高であった。
以上のように終戦直後の北海道における家計支
出配分では被服費、光熱費、住居費、雑費の支出
割合が高く、これらの支出費目が食料費の支出を
圧迫していたと考えられる。
図2 エンゲル係数の推移
図1 支出総額の推移（１ヶ月１人当り)
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５．北海道家計におけるエンゲル法則の逆転
現象
では、終戦直後の北海道においてエンゲル係数
が低く、しかも生活水準が低いというエンゲル法
則の逆転現象はどのような北海道民の生活状況を
現わしていたのであろうか。１人当り消費支出が
ほぼ同額で、エンゲル係数が低いということは、
食べる量が同じであればその地域の食料品の価格
が低いか、もしくは少なく食べていることになる。
終戦直後の北海道も全国と同じようにあるいは
それ以上の物価高にあった。総理府統計局による
消費者物価指数は、昭和23年＝100として昭和24
年は全国平均が138.5、これに対して札幌市は
148.5に達していたとされる。
表２より、昭和24年及び25年における非配給
物価指数をみると、東京＝100として札幌市は総
平均124.7、食料品平均が106.8であり、このうち
特に物価が高かったのは、衣料及び身の回り品、
調味料、台所用品、雑貨類などにおいて顕著であっ
た。
一方、１ヶ月間の購入主食に含まれる１人１日
当りカロリー量は、昭和22年前半の札幌市では
1,200カロリー程度、後半期では12月を別として
平均1,300カロリー程度であった。とくに炭抗就
労者が多かった夕張市でもこの間1,500～2,000
カロリー程度であったが、東京都の場合と比較す
ると、札幌市では低く夕張市では多少上回る状況
であったとされる???。
当時は主に主食によるカロリー摂取が食生活の
中心であったと考えられるが、北海道においては
主食を米で摂取する割合は、昭和21～25年頃にか
けては１～３割程度と極めて低く、前述のように
当時は麦・雑穀や馬鈴薯等が米との代替関係に
あった。
すなわち終戦直後の北海道においてはエンゲル
係数が全国に比較して低く、それは決して道民の
生活水準が高かったことを意味するものではな
かった。まさに「１人当り飲食費が低いから、そ
の摂取栄養量はそれだけ低く、道民の日々は栄養
不良の毎日だということ」であり、「実際に札幌や
その他の各地に住む道民は自らの生活を全国的な
水準に比して悪くないなどとは、考えていない。
むしろ道民の実感と体験は暗くみじめなもの」で
あった???。
以上から、終戦直後の北海道におけるエンゲル
係数の低さは、食料費以外の生活必需品への支出
が当時の社会的固定費となっており、これらの必
要な支出によって食料費支出が圧縮されざるを得
なかったためであった。
その後、北海道における実質賃金指数が戦前の
水準まで回復するのは昭和27年以降になってか
らであり、これに対して実質消費水準が戦前水準
にまで回復するのは本州よりもさらに遅れた???。
６．おわりに
終戦直後の北海道における家計支出構造の地域
的特異性を背景として、当時の北海道の生活にお
いてもエンゲル法則の逆転が認められた。
当時は、まだ社会全体が混乱していて、生活の
枠を作るほどにその秩序は回復しておらず、やが
て社会的秩序が回復し、生活の構造的な枠が作り
上げられてくるにともなって、住居費、光熱費、
保健衛生費、交通通信費は急速に増大し、他方で
飲食物費はさらにもっと圧縮されて下がりすぎを
示した。こうしてエンゲル係数の低下―?エンゲ
ル法則の逆転現象が起きた。これは生活が安定し
た正常な状態を示さず、アブノーマルな状態に
あったためであり、何らかの強制によって生活に
構造的な?ゆがみ>がきていたことによるもので
あった???。
表2 主要都市非配給物価指数（札幌)
昭和21年10月 東京＝100
昭和24年５月 昭和25年２月
総 平 均 124.7 107.6
主 食 69.4 77.6
蔬 菜 89.6 109.8
菓 子 食 品 91.7 87.3
水 産 魚 介 97.1 89.3
調 味 料 155.2 131.4
肉 及 び 卵 115.3 102.1
加 工 食 品 120.4 103.9
衣料及び身の回り品 134.9 96.5
台 所 用 品 161.1 127.4
光 熱 品 132.7 126.0
雑 貨 類 167.2 129.0
資料）物価庁：主要都市ヤミ物価指数速報
出典)北海道：北海道生活白書、昭和28年、p.112、第102
表より作成。
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終戦直後の北海道におけるエンゲル法則の逆転
現象は、昭和27年10月に北海道民生部がおこ
なった「母子世帯研究」においても指摘されてい
た。この報告書の中では、「母子世帯が北海道の社
会厚生上極めて脆弱な部分を形成していることは
すでに明らかになっていたのであるが、その生活
内容の実態についてはいまだ精細な分析が加えら
れていなかった。……婦人世帯主の職業の質が著
しく劣っているために勤労収入が極度に少なく、
これが生活困難の決定的条件となっていること、
およびいわゆるエンゲル係数は生活困窮者層の生
計費に対しては必ずしも妥当せず、むしろ逆に飲
食費が他の基本的生活費（なかんずく燃料費・義
務教育費）によって圧迫されている」と述べられ
ている。
このように当時の北海道においてエンゲル法則
の逆転が指摘されていたことは、わが国の生活研
究の流れにおいて注目すべきことである。「北海道
生活白書」（第１号、昭和28年）は、第２次大戦
後における北海道総合開発計画の推進にあたって、
その前提として道内地域社会の調査研究が「北海
道民生活実相調査」として実施され、それをもと
にまとめられたものである???。こうした「白書」に
おいて、エンゲル法則の逆転現象を中心課題とし
て当時の北海道民の生活構造の地域的特徴が記さ
れていることは生活研究の系譜においても大きく
評価できる。そしてその実相調査及び「白書」の
編纂にあたっては当時北海道大学に赴任していた
籠山京の影響が非常に大きかったと推測される。
経済企画庁「国民生活白書」（第１号）は昭和31
年に発行されたが、昭和30年代に入ってわが国の
消費内容の構造的変化はまさにめざましいことを
指摘し、同年の「経済白書」のチャッチフレーズ
は〝もはや戦後ではない"であった。
第２次大戦後のわが国の経済復興にとって北海
道は２つの大きな役割を果たしたとされる。１つ
は戦後の復員や満州・樺太などからの引揚げに
よって増加した人口の吸収地域としての役割であ
り、２つには敗戦後のわが国に残された唯一の未
開発資源地域としての役割であった。にもかかわ
らず本州の経済復興が優先される中で、積雪寒冷
といった過酷な自然条件下にあって、北海道に暮
らす人々の生活水準の回復は遅れた。
中鉢は、「ひとつの科学が生命と社会とのあいだ
の領域に欠如しているのではないか」として生活
構造論を著した???。エンゲル法則の逆転現象は、ま
さに人間の生活活動が経済合理性のみによって形
づくられるものではなく、自然的環境や社会的環
境の影響を受けつつ形成され、また変容していか
ざるを得ない状況をさし示すものといってよいで
あろう。
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